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１ 監査テーマ

指定管理者制度を採用する公の施設の管理運営に関する財務事務の執行

について

２ 選定理由

平成 15 年９月に「地方自治法の一部を改正する法律」の施行により、公

の施設の管理運営について管理委託制度が廃止され、指定管理者制度が導

入された。指定管理者制度の導入は、多様化する住民ニーズに、より効果

的・効率的に対応するため、公の施設の管理運営に民間の能力を活用して、

住民サービスの向上や経費削減等を図ることを目的として導入されたもの

である。静岡県においても、平成 16 年度に２施設が指定管理者制度に移行

し、その後数年で 40 施設を超える施設で指定管理者制度が採用された。全

国的にも多数の公の施設の管理運営が指定管理者制度に移行したが、指定

管理者制度に移行したことによる住民サービスの向上や経費削減等が、適

切に行われているかの検証も多くの自治体で行われてきた。静岡県包括外

部監査でも平成 22 年度に指定管理者制度をテーマに監査が行われている。

その後も民間の能力活用は積極的に推進され、平成 23 年にＰＦＩ法の改

正により、コンセッション方式の導入や平成 29 年改訂のＰＰＰ/ＰＦＩ推

進アクションプランでは、コンセッション事業の他に収益型事業や公的不

動産利活用事業などの手法も紹介されている。静岡県でも、平成 31 年度か

ら富士山静岡空港の管理運営にコンセッション方式が採用される予定であ

る。

今後、多くの公共施設等が老朽化による更新時期を迎える中、公的負担の

抑制と良好な公共サービスの実現を趣旨として採用されている指定管理者

制度をＰＰＰ/ＰＦＩ手法や直営を含めて再検証する意味は大きいと考え

た。

以上の観点から、当該テーマを選定した。

３ 実施期間

平成 30 年６月１日から平成 31 年３月 31 日まで

４ 監査対象期間

原則として平成 29 年度を対象とする。

ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。
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５ 監査実施者

（１） 外部監査人

公認会計士  村松淳旨

（２） 補助者

公認会計士  加山秀剛

公認会計士  松本次郎

公認会計士  原田俊輔

公認会計士  山本博生

公認会計士  佐藤 豪

公認会計士  石巻幹子

公認会計士  鈴木教史

公認会計士  堀井幸治

６ 監査対象

平成 29 年３月 31 日に、静岡県で指定管理者制度を導入している施設の

うち、次に該当する施設を監査の対象とした。

イ）管理瑕疵に基づく事故のあった施設

ロ）利用状況（人数・回数・件数等）に対して割高なコストがかかって

いる一般向けの施設

ハ）コストの内容や労務者の負担リスクについて検証が必要であると

考える施設

施設名 担当部局
該当項目

イ ロ ハ

静岡県男女共同参画センター
くらし・環境部

男女共同参画課
●

静岡県県民の森施設
くらし・環境部

環境ふれあい課
●

静岡県コンベンションアーツセンター 文化・観光部

文化政策課

● ●

静岡県舞台芸術公園 ●

静岡県富士水泳場 文化・観光部

スポーツ振興課

● ●

静岡県立水泳場 ●

静岡県立富士見学園
健康福祉部

障害者政策課
●
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施設名 担当部局
該当項目

イ ロ ハ

静岡県労政会館

（沼津、静岡、浜松）

経済産業部

労働政策課

●

静岡県医療健康産業研究開発センター 経済産業部

新産業集積課

●

愛鷹広域公園

交通基盤部

公園緑地課

● ●

遠州灘海浜公園 ●

静岡県草薙総合運動場 ●

静岡県富士山こどもの国 ●

静岡県三ケ日青年の家 教育委員会

社会教育課

● ●

静岡県立朝霧野外活動センター ● ●

７ 監査手続の概要

主要な監査手続は、次のとおりである。

・経営管理部行政経営課から「指定管理者制度の手引」等を基に、指定管

理者制度の概要をヒアリング

・指定管理者制度導入施設を所管する所属等に対して、その状況等に関す

るアンケート調査を実施し、ヒアリング対象施設を抽出

・ヒアリング対象施設を所管する所属等に対して、担当者ヒアリング及び

関係書類の閲覧

・監査結果の取りまとめにあたって、事実誤認の発生防止に配慮し、必要

に応じて監査対象所属と意見交換会を実施。

８ 監査結果

（１） 総論

結果 項目 内容

意見 ① 『手引』のあ

り方について

[行政経営課]

一般に「手引」という言葉は、新たに始める人に

手ほどきするための書物を指し、英訳すると、ガイ

ドブックやマニュアルとなる。『手引』も強制力を持

った規定集やルールブックといったものではなく、

文字通り、手引であって、各担当課が参考にする程

度のものと捉えるのであれば、準拠性を強く求める

ことはできない。

しかし、この『手引』が県のホームページにおい

て、指定管理者制度を説明する参考資料としてでは
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あるが、広く一般に開示されている以上、県民は、

この『手引』に従って指定管理者制度導入施設の適

切な管理運営が行われていることを期待するであろ

う、と考えるのであれば、準拠性はある程度強く求

めていくべきである。

この点について、指定管理者制度が導入から 10 年

以上が経過し、制度としてはかなり成熟化している

ことや、制度導入施設もほぼ固定化していることを

考えれば、いわゆる、初心者向けのガイドブックと

いったものよりも、静岡県におけるルールブックと

いったものとして、位置付けていくべきではないだ

ろうか。

また、ルールの中にも重要性の程度があって、適

切な管理運営をするうえで外してはならないもの

（厳守すべきルール）と、よりよい管理運営をする

ためにできるだけ取り組んだ方がいいもの（努力目

標的なルール）があるとすれば、重要性の高いもの

について確実な運用を図るための点検チェックシー

トを作成し、各担当課によるセルフチェックと行政

経営課への報告の仕組みを検討すべきである。

②ホームページ

の管理（募集期

間など）

[行政経営課]

県のホームページで、指定管理者制度導入施設に

関する情報は行政経営課がまとめて所管し、『手引』

とともに、施設ごとに指定管理者の募集状況や、指

定管理者の選定や評価の結果が掲載されている。こ

のホームページを見れば、指定管理者の募集期間（募

集要項の配布から申請受付終了日まで）が短い施設

や評価委員会の実施時期が遅い施設、また、評価委

員会の議事録を公表していない施設など、『手引』の

運用状況がよくわかる。

行政経営課は、こうした『手引』通りの運用がで

きていない施設が多い状況がそのまま情報発信され

ていることに問題意識をもって、ホームページの掲

載にあたり、『手引』の運用状況をチェックし、適切

に指導助言すべきである。

③指定管理者の

年度評価の実施

『手引』では、指定管理者の「年度評価は、当該

年度の年度内あるいは遅くとも次年度６月頃までに
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時期について

[行政経営課]

実施」することとしている。

年度評価という以上、指定管理業務の収支状況も

含め年度末までの状況を評価すべきであり、対象年

度の年度内に実施するというのは、理論的にもおか

しい。ＰＤＣＡサイクルを徹底するために、年度評

価をできるだけ早い時期に実施すべきであることを

明記するとともに、「次年度６月頃まで」といった曖

昧な表現をやめて、「次年度の６月末までに実施する

こと」と表現を見直すべきである。

さらに、年度評価の実施時期に対する準拠性が低

い点については、年度評価が形骸化している表れと

して深刻に受け止めてほしい。行政経営課は、各担

当課に周知徹底するとともに、各担当課から行政経

営課への報告の仕組みを検討すべきである。

④指定管理者の

評価の公表につ

いて

[行政経営課]

『手引』では、議事録も公表することになってい

るが、実際に公表している施設・担当課は少ない。

議事録を公表する意義を再検討し、場合によっては、

評価結果の記載内容を充実させることで、議事録の

公表を不要とするルールの見直しを検討すべきであ

る。

また、評価結果のまとめ方（点数・ランクのつけ

方や、外部評価委員からのコメントや提言の記載方

法）も、担当課によってバラバラで統一感が全くな

いが、評価結果を公表する目的を考えれば、県民が

より理解しやすいように、以下の見直しを求めたい。

・公表する評価結果の様式・記載項目の統一

・評価（点数・ランク）のつけ方の統一

・指定管理期間と評価対象年度・期間の明示

・外部評価委員会の実施状況の明示

・外部評価委員の氏名・職業・専門性と委員会への

出欠状況の明示

・全体だけでなく、審査項目別の評価（点数・ラン

ク）の明示

・全体だけでなく、審査項目別の外部評価委員から

のコメントの明示

・外部評価委員からのコメントや提言は、指定管理

者が対応すべきものと、県が対応すべきものを明
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確に分けて、後者は、直接的には指定管理者の業

務評価ではないが補足情報として表示すること

⑤独立性につい

て

[行政経営課]

『手引』において、独立性の要件定義が弱く、運

用上も確実にチェックされたかどうかの事後検証が

できない。行政経営課はチェックリストや委員への

確認状のひな型を用意して、各担当課に作成・保存

を徹底させるべきである。

⑥指定管理者の

申請者を増やす

ための取組みに

ついて

[行政経営課]

行政経営課では「ふじのくに施設紹介フェア」を

開催し、県内市町の施設も含めてＰＲを図ろうとし

ているものの、直近３年度の状況は下表のとおり、

ほとんどの市町が参加していない。参加市町をもっ

と積極的に増やしていくことで、市町を通じて、市

町の指定管理者や過去の申請企業・団体へのアナウ

ンスを拡大させるべきである。

また、指定管理業務に関心のありそうな企業・団

体を探す方法としては、（一社）指定管理者協会の会

員への呼びかけも有効に思えるが、同協会の会員数

は平成 30 年８月時点で 49 団体とあまり多くない。

申請者の少ない施設の担当課が、近隣の都道府県や

市町の同種施設で指定管理業務を行っている企業・

団体を調べ、「ふじのくに施設紹介フェア」の案内先

に加えることも必要である。

⑦モニタリング

や視察時のチェ

ックリストの整

備について

[行政経営課]

モニタリングや視察時のチェックリストの整備

を進めるべきであり、それを円滑に進めるために、

まず、行政経営課に、既に整備・運用されている施

設のチェックリストを参考に標準的なチェック項目

をまとめたひな型を作り、各担当課に展開すること

を求めたい。

なお、指定管理業務には、指定管理者が自ら実施

するものと、他の専門業者に再委託するものに分け

られるが、上記のチェックリストは、指定管理者が

交代した場合などに、その境界線が変わってもチェ

ックすべき項目が抜け落ちないように、指定管理業

務全体を網羅するように作成しておくべきである。

⑧修繕計画の策

定について

[行政経営課]

静岡県のほとんどの指定管理者制度導入施設にお

ける修繕費の負担区分は、原則として、１件 30 万円

未満の修繕は指定管理者、30 万円以上の修繕につい
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ては県が負担することが協定により定められてい

る。今回、指定管理者の修繕の実施状況を確認したと

ころ、施設の安全性や施設利用者への影響などから

緊急対応が必要な修繕につき、基本協定では、県が修

繕を行うことが定められているが、指定管理者が県

に協議を行い、修繕を実施している事案が発見され

た。

施設の運営に当たって、このような緊急対応事案

が発生することは理解できるが、あらかじめ協定に

定めた負担区分と異なる例外的な対応として位置づ

けられるべきものであり、定期的な修繕の実施等に

より事案の発生を抑制していくことが可能と考え

る。

今後、施設の老朽化により、同様な事案の増加が懸

念されることから、各施設の現況を反映するための

調査を実施し、修繕計画を策定の上、修繕計画に基づ

いた定期修繕を行うべきである。

（２） 静岡県男女共同参画センター

結果 項目 内容

意見 ①指定管理者の

選定について

[男女共同参画

課]

指定期間の第１期は３者が応募したが、第２～４

期は１者応募の状況にある。あざれあ貸会議室の運

営は副次的な業務であり、あくまで県男女共同参画

センターとしての運営が主な業務であることから、

応募者は男女共同参画事業に関する運営ノウハウを

もつ者に限られてしまう傾向にあることから、やむ

を得ない面もあると考えられる。

しかしながら、募集要項の配布から申請受付終了

日までの期間が、第２期（42 日間）、第３期（17 日

間）、第４期（26 日間）となっており、新たに応募し

ようとする者にとって十分な検討期間が確保されて

いるとはいえず、参入障壁となっている可能性があ

ると考えられる。

指定管理料の決定と議会日程の関係で、募集要項

の配布から申請受付終了日までの期間が決定される

とはいえ、新たに応募しようとする者にとって十分

な検討期間が確保されるよう配慮すべきである。
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②指定管理者の

業務のモニタリ

ングについて

[男女共同参画

課]

現在のところ視察（県による施設点検）マニュア

ルは公式のものはなく、数年で担当がローテーショ

ンすることを考慮すると、視察項目を網羅的に文書

化しておくことが望ましい。視察項目をチェックリ

スト化している部局もあるため、参考にして頂きた

い。

③個人情報の管

理方法の見直し

について

[男女共同参画

課]

個人情報の取扱いに関する管理方法が十分に整備・

運用できていない。担当課も個人情報の漏洩リスク

を認識しており、今後、担当課と指定管理者が連携

して、次の対応をしていく必要がある。

・指定管理者による個人情報の取扱い方法の総点検

・指定管理者によるチェック（方法・時期等）の総

点検

・個人情報取扱規程の整備

・担当課によるチェック（方法・時期等）の総点検

・チェック記録の整備

④指定管理者の

目標指標につい

て

[男女共同参画

課]

指定管理者の主な業務内容は、県男女共同参画事

業であり、貸会議室の運営は副次的な業務であると

ころ、指定管理者の目標指標を「施設の全体利用率

75％以上、利用者満足度 95％以上」のみとしている。

第２次県男女共同参画基本計画の中で、「県男女共同

参画センター「あざれあナビ」へのアクセス件数」

を行政活動指標としていることからも、貸会議室の

運営に関する指標のみを目標指標とするのは、指標

として適合していないと考えられる。施設の設置目

的や指定管理者の業務に適合した目標指標を設定す

ることが望ましいと考える。

⑤外部評価委員

会の評価結果に

ついて[男女共

同参画課]

現在のところ、指定管理者外部評価委員会におい

て、県の管理に関する指摘等があった場合は、県が

対応する案件である旨を委員に説明し、講評には含

めていない。本来的には指定管理者の評価が目的で

あるため、指定管理者に対する講評のみで足りるが、

県の管理に対する講評を掲載し、県としての取組姿

勢を県民に示すことも有益と考えられる。
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（３） 静岡県県民の森施設

結果 項目 内容

意見 ①利用者数の目

標について

[環境ふれあい

課]

当該施設は、利用者数ではなく、利用料金収入を

目標に設定している。また、利用者数は宿泊客のみ

をカウントし、日帰り客は対象となっていない。し

かし、設置目的や施設内容に照らせば、施設そのも

のの存在価値や、施設を管理運営する指定管理者の

業務を評価するうえで、どれだけ多くの収入を獲得

したのかということよりも、どれだけ多くの県民に

利用されているのかということの方が、より重要な

ポイントではないかと思われる。

したがって、担当課は、利用者数のカウント対象

に日帰り客も加えると共に、利用者数についても目

標を設定し、指定管理者とともに利用者数の増加を

図る努力をするべきである。

②施設のあり方

について

[環境ふれあい

課]

当該施設は、利用予定者を特に限定することな

く、広く一般県民が野外活動に利用することを目的

にしているが、利用者数は、毎年 4,000 人前後にと

どまっている。

一方、「施設全体の収支差額合計」は、最終的に税

金で賄われている維持管理コストであるが、毎年約

40,000 千円が経常的に費やされ、29 年度の実績に顕

著に示されているように、修繕費が膨らむと、税金

負担はさらに重くなる。

この結果、当該施設は、利用者 1人当たりの税金

負担が割高な施設になっている。

公の施設には、障害者のための施設のように公共

の利益や存在価値を単純に利用者数や利用者 1 人当

たりの税金負担で測るべきではないものもあるが、

当該施設に関していえば、野外レクリエーション施

設であるため、ある程度割り切って、限られた利用

者のためにどれだけ税金が使われているのか、とい

うことを議論しても問題ないと考える。

当該施設は、平成 22 年度に実施された事業仕分

けで静岡県県民の森施設管理運営費が「要改善」の

結果を受け、施設の存続の要否が検討されたが、当

時は、野外レクリエーションの場として今後も宿泊
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施設として運営することが望ましいとの結論となっ

た経緯がある。

当該施設は、建物木造部の腐食や各種設備の経年

劣化が進んでおり、今後、修繕費が増加することが

予想される。担当課も中長期的な修繕計画の策定が

必要であるという認識を持っているが、まず、どれ

だけ多くの県民に当該施設が有する価値を提供する

ことができるのかといった視点で、施設のあり方を

もう一度議論すべきと考える。

（４） 静岡県コンベンションアーツセンター

結果 項目 内容

意見 ①施設の利用状

況（稼働率）の

把握について

[文化政策課]

直近５年間における施設全体の稼働率は、概ね８

割を確保している。

しかしながら、当該稼働率の算定は、施設ごとの

利用可能日に１コマでも利用実績があれば実績日数

１日としてカウントしており、実際にはすべての施

設において午前・午後・夜間の３コマが利用できる

ことを考えると、実態を表した正確な稼働率の算定

となっていない。利用前後の準備や清掃のため利用

できないコマもあるが、これらも含め利用と考えれ

ば、コマ数での稼働率算定ができるのではないか。

施設稼働率は、指定管理業務の評価にあたって数

値目標として参照されるものでもあり、より実態に

即した正確な稼働率の算定と情報提供が望まれる。

②指定管理者に

よる労働関係法

令の遵守につい

て

[文化政策課]

指定管理者の労働条件への配慮規定については、

指定管理者が作成する事業計画書に記載があるもの

の、指定管理者を募集する際に示す募集要項や県と

指定管理者とで締結する協定書には記載がない。

労働環境の悪化は県民サービスの質や利用者の

安全確保にも影響しかねない重大な問題であること

から、県としても募集要項及び協定書の中において、

労働基準法等の労働関係法令を遵守する旨を具体的

に定め、予め指定管理者に明示する対応が望まれる。

③指定管理者の

業務のモニタリ

ングについて

当該施設の担当課による視察に関して、チェック

項目等を定めるなど視察によるモニタリング方法を

定めた基準等は特に設けられていない。また、指定
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[文化政策課] 管理者が個人情報を適切に取り扱っていることを確

認した記録も残っていない。

一方で、例えば、指定管理者による再委託に関し

て、県では、当該施設での打合せ等の際に、再委託

業者からの報告書等を確認するなど、現に視察によ

るモニタリングは実施されている。

数年で担当がローテーションすることを考慮す

ると、視察項目を網羅的に文書化しておくことが望

ましい。視察項目をチェックリスト化している部局

もあるため、参考にして頂きたい。

④外部評価委員

会の評価結果へ

の対応について

[文化政策課]

外部評価委員会の評価結果の伝達にあたっては、

評価点とともに「評価に関する意見」が示される。

当該意見は、評価結果の根拠を示すばかりか、指定

管理者に対する様々な意見や提案がなされており、

今後どのように対応するか、解決するまで継続的に

検討し、履歴を残していくことが有益と考える。

現状は、次回の評価委員会において対応状況を口

頭で報告する方法に留まっているため、文書で報告

するなど改善が望まれる。

⑤指定管理者評

価委員会による

年度評価の実施

時期について

[文化政策課]

直近３年間の年度評価は、いずれも翌年度がスタ

ートしてから約５ヶ月以上経過しており、平成 29 年

度に至っては約９ヶ月後に実施されている。

「手引」では、年度評価に基づき、運営上の課題

を洗い出し、年度計画の修正や改善の実施など、次

年度の運営において課題の解決に必要な措置を講じ

るとされ、遅くとも次年度６月頃までに実施するこ

とを求めているが、直近の年度評価は遅すぎると言

わざるを得ない。

担当課によれば、例えば、直近の平成 29 年度は、

評価委員の候補者が７月に決定し、そこから各委員

への承諾と日程調整を行ったため、評価の実施が 12

月になったとのことであるが、評価委員の選定時期

も含め、外部評価に期待されるＰＤＣＡサイクルが

有効に機能させるように、体制を見直す必要がある。
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（５） 静岡県舞台芸術公園

結果 項目 内容

意見 ①施設の活用方

法の検討

[文化政策課]

当該施設は、端的に言えば、ＳＰＡＣが芸術活動

を行うために税金を使って維持管理している特殊な

施設であり、一般的な都市公園などと比べても一般

利用者数は非常に少ない。しかも、肝心の専用使用

者であるＳＰＡＣも年間の半分以上を使用していな

い施設もある。

一方で、当該施設は、ＳＰＡＣの公演が行われる

グランシップの劇場からも、日本平山頂の展望施設

からも近く、劇場公演の観客や日本平山頂の展望施

設の観光客をうまく呼び込むことができれば、かな

り有効な活用も期待できる場所に立地している。

設置から 20 年以上が経過し、施設の老朽化も進

んできており、今後、施設の改修費用も増加してい

くことが予想される中で、現状の活用方法のままで

は、県民の理解は得にくいであろう。

ＳＰＡＣは、公益財団法人という形態にはなって

いるが、実質的に静岡県の劇団であり、そのＳＰＡ

Ｃの芸術活動の場が当該施設であるとすれば、ＳＰ

ＡＣの活動はもっと積極的に県民に還元されるべき

であるし、当該施設はＳＰＡＣの活動を県民に還元

するための場としてもっと積極的に活用できるもの

にしていくべきである。

担当課は、当該施設の本来の目的であるＳＰＡＣ

の芸術活動の場としての機能を維持することを考慮

しながらも、より積極的な一般利用の方法、県民へ

の還元の方法を検討すべきである。

また、現状では、ＳＰＡＣの専用使用を前提とし

ていることから、公園の使用者であるＳＰＡＣが当

該施設の指定管理業務を担うという特殊な状況にあ

る。今後、公園の一般利用が進み、公園の位置づけ

の見直しが必要となる場合には、指定管理者につい

ても、必ずしもＳＰＡＣでなくてもよくなることも

考えられるため、その際には、指定管理者の選定方

法についても見直すべきである。
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②警備に関する

支出内容の見直

しについて

[文化政策課]

当該施設では、365 日、24 時間体制で警備員を配

置しており、施設正面入口から外部に対する一定の

牽制効果が期待できるほか、ＳＰＡＣのスタッフ・

宿泊者・園地散策者等を含めた施設利用者からの

様々な連絡を受け付ける第一の窓口になっている。

しかし、その反面、監視カメラもなく、樹木も多

い見通しの悪い広い園内で本当に必要としているレ

ベルの警備ができているのか、という疑問もある。

担当課は、警備体制のあり方と警備に関する費用

対効果について再検証すべきである。

③評価委員会に

よる年度評価の

実施時期につい

て

[文化政策課]

外部評価委員会が翌年度の後半に実施されてい

る。「手引」では、年度評価に基づき、運営上の課題

を洗い出し、年度計画の修正や改善の実施など、次

年度の運営において課題の解決に必要な措置を講じ

るとされ、遅くとも次年度６月頃までに実施するこ

とを求めているが、直近の年度評価は遅いと言わざ

るを得ない。外部評価に期待されるＰＤＣＡサイク

ルが有効に機能させるように体制を見直す必要があ

る。

（６） 静岡県立水泳場、静岡県富士水泳場

結果 項目 内容

意見 ①選定基準及び

審査項目・配点

について

[スポーツ振興

課]

『手引』によれば、募集要項には、選定に係る審

査項目及び配点を記載する必要がある。第４期（平

成 30～34 年度）の募集（平成 29 年９月実施）にお

いて、現指定管理者の管理実績が優秀な場合に「期

間評価」として加点する旨が記載されているが、当

該加点配分の明記がなかった。

「期間評価」の加点配分実績は 10 点であり、その

他の配点合計（100 点）の１割相当となっている。選

定における事務の透明性を確保するためにも、「期間

評価」の加点配分については、あらかじめ募集要項

に明記しておくことがのぞましい。

②施設のあり方

の検討について

[スポーツ振興

課]

県立水泳場は高校総体（平成３年開催）、富士水泳

場は国体（平成 15 年開催）における競技会場として

整備された施設であり、いずれも 50ｍと 25ｍの競泳

用プール及び飛込プールという同スペックの設備を
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有している（すべて公認プール）。

施設の設置目的は、第一に「競技力の向上」があ

り、二次的に「県民一般の健康増進とスポーツ振興」

がある。そのため、利用においては競技者の利用が

優先されている。また、一般開放分を含めると、平

成 29 年度にはいずれの施設も年間 10 万人を超える

利用があるが、減免利用者が多いため、収支の改善

に結びつかない特徴がある。９の収支表のとおり、

平成 29 年度における施設全体の収支（県と指定管理

者の連結収支）は、県立水泳場で 158,736 千円、富

士水泳場で 204,886 千円、合計 363,622 千円の支出

超過で、同様の機能を持つ施設を重複して保有する

ことで県の負担は２倍になっている。

県立水泳場は建設から約 30 年、富士水泳場も 16

年が経過し、各所に経年劣化が見られ、今後、さら

なる修繕費用や設備更新等が必要と見込まれる。現

在のかたちで施設を維持していくのか、あるいは設

置目的を見直して施設の集約やダウンサイジングを

図っていくのか、静岡県スポーツ推進審議会等を活

用し、長期的な視野で今後の方向性を慎重に検討し

ていく必要がある。

③コンセッショ

ン事業の導入可

能性の検討につ

いて

[スポーツ振興

課]

当該施設では、制度の標準期間である５年を採用

していることから、指定期間が短く、長期的な視野

に立った提案を受けにくいことが課題である。

第 4期（平成 30～34 年度）募集において、応募者

（現指定管理者）から施設整備に関する提案を受け、

トレーニング室のリニューアルや Wi-Fi の整備等が

進められ、施設の利便性が図られてきたところであ

るが、指定期間が今よりも長く設定されれば、より

長期的な投資提案を受けられることも期待される。

指定管理者制度以外の官民連携制度にコンセッショ

ン方式があるが、コンセッションによれば、数十年

という長期契約も可能となることから事業者の裁量

は広がり、中長期の設備更新という行政課題につい

ても、民間ノウハウを生かした提案を受けられる可

能性が出てくる。

文部科学省の「文教施設における公共施設等運営
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権の導入に関する検討会」最終報告でも、スポーツ

施設におけるコンセッション制度導入のメリット等

が示されており、たとえ独立採算が見込めない施設

であっても、公的負担の抑制効果が出れば有用であ

ることから、当該施設に最も適合する官民連携制度

を研究し、効率的な経営の仕組みを構築していくこ

とを検討されたい。

④ネーミングラ

イツ等の他の収

益獲得施策の立

案について

[スポーツ振興

課]

スポーツ庁では、スポーツ施設の収益拡大施策に

ついての各自治体の取組事例を紹介しており、ネー

ミングライツによりスポンサーを募る公共施設等の

例も散見される。

安全なスポーツ施設を持続的に運営していくた

めには、何よりも安定した財源の確保が課題であり、

コンセッション事業の導入等の官民連携による効率

的な経営の仕組みを考えるとともに、施設の設置者

である県が、施設が潜在的に有する収益性を見出し

て、これを活用していく施策を立案していくことも

重要である。

ネーミングライツのように施設そのものに係る

もののほか、施設内外の看板設置による広告収入策

や、寄付金の募集、基金の創設等の一層の財源確保

に取り組まれたい。

スポーツ競技は、官民問わず、企業広告や協賛の

対象となることが多いことからさまざまな事例があ

るため、これらを検証し、当該施設にふさわしい方

法を研究する必要がある。

⑤評価委員会に

よる年度評価の

実施時期につい

て

[スポーツ振興

課]

外部評価委員会が翌年度の後半に実施されてい

る。「手引」では、年度評価に基づき、運営上の課題

を洗い出し、年度計画の修正や改善の実施など、次

年度の運営において課題の解決に必要な措置を講じ

るとされ、遅くとも次年度６月頃までに実施するこ

とを求めているが、直近の年度評価は遅いと言わざ

るを得ない。外部評価に期待されるＰＤＣＡサイク

ルが有効に機能させるように、体制を見直す必要が

ある。
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（７） 静岡県立富士見学園

結果 項目 内容

意見 ①施設のあり方

について

[障害者政策課]

当該施設では、社会環境の変化により、入所者の

障害程度が重度化し、施設に求められる役割が変化

する中、定員数や提供サービスの見直しなどで対応

している。

しかしながら、入所者の障害程度の重度化が進む

中で、施設機能が建具等の破壊や漏便に備えた仕様

になっていないことや、入所者の重度化に対応した

支援を行うために人員を配置することによって、指

定管理料収入を含めても、施設単体での運営収支が

赤字になっていることなどの課題が認識されてい

る。

そのため、当該施設は、「今後維持すべき施設の機

能（施設のあり方）」という根本的な部分について、

見直しの必要性が生じている状況にある。

今後のあり方としては、大きく分けると、県有施

設として継続するのか、民営化するのかの２つの選

択肢が考えられる。

県有施設として指定管理者制度を継続する場合

には、利用期間の見直しなどのニーズ変化へのさら

なる対応だけでなく、個室化などの環境整備を実施

して施設機能の不適合を解消する必要がある。その

ためには、大規模な改修・改築工事が想定されるが、

現時点で不適合になっている部分を直すだけではな

く、将来にわたって長期的に県有施設として維持し

ていく計画のもと、施設を再設計し、多額の改修費

用の財源確保が必要となる。

一方、民営化する場合には、まず収支の改善を図

らなければ、引受先が現れないという問題がある。

富士見学園は、施設としての特殊性により、人件費

率が高くなっていることが赤字の主な要因と考えら

れる。これを解消するためには、施設の運営方法・

機能の見直しが必要になるが、その場合には、これ

までの施設の目的や役割を維持することができなく

なることも想定される。

いずれにしても、施設のあり方について、幅広い
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合意形成を図りながら、引き続き検討することが必

要と考える。

（８） 静岡県沼津労政会館・静岡県静岡労政会館・静岡県浜松労政会館

結果 項目 内容

意見 ①施設のあり方

について

[労働政策課]

当該施設は、「労働者の福祉の増進に寄与するこ

と（静岡県労政会館の設置及び管理に関する条例）」

を目的として、昭和 30 年頃に設置されている。

しかし、施設の主な事業内容は、ホール及び会議

室の貸出、つまり、一定の時間、会議やイベントの

スペースを貸し出しているだけで、他の公営・民間

の貸会議室と比べて特徴的な設備があるわけでもな

い。労働関係者については、一般料金よりも割安に

利用できるが、そのことをもって、“労働者の福祉の

増進”に寄与する、とはいいがたい。

平成 26 年度に実施された指定管理者評価委員会

でも、評価委員から「設置目的と会館の現実に乖離

が生じているのではないか」というコメントもある。

各施設が設置された昭和 30 年頃と現代では、労働者

に関する社会情勢も大きく異なっており、設置目的

自体が社会的ニーズに合わなくなってきているのか

もしれない。

肝心の労働関係者の利用状況はほぼ横ばいであ

るが、一般を含めた全体の利用者数は減少傾向にあ

る。民間の貸会議室よりも割安な利用料金を実現す

るために、税金で維持費用を賄っている以上、直接

的な目的対象である労働関係者に限らず、より多く

の県民に利用されてこそ、施設の存在意義があると

考えれば、利用者数の減少は施設の存在意義の低下

とも受け止められる。

特に利用者数の減少が大きい静岡労政会館につ

いては、同じ県有施設の静岡県男女共同参画センタ

ー(通称あざれあ)が道路１つを挟んで設置されてお

り、貸会議室の提供という機能については完全に重

複している。貸会議室を割安な料金で提供すること

をもって、労働関係者や男女共同参画団体の福祉の

増進や支援とするのであれば、１つの施設で、それ
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ぞれの団体に対して料金を減免する仕組みを構築す

れば足りるのではないだろうか。

施設の老朽化が進み、修繕費も増加傾向にある中

で、今後、本格的な長寿命化対策や建替等の検討を

していく時期が来ている。当該施設を将来にわたっ

て現状のまま維持し続けることがよいのか、あるい

は他の県有施設との統廃合に進むべきなのか、など

長期的な視点での方向性の検討とそのスケジューリ

ングを示すことが求められるのではないだろうか。

こうした、方向性の検討の前提として、指定管理

の導入目的にある「会館の利用促進」に向け、施設

の効用を最大限に発揮できる運営がなされている

か、定期的に検証していく必要がある。

②指定管理者の

業務のモニタリ

ングについて

[労働政策課]

担当課は、毎月、指定管理者（各館の館長を含む）

と県担当課とで会議を開催し、設備管理の状況や運

営上の疑義等についての確認を行い、内容を復命書

に記録している。また、年に１回、各施設の再委託

関係や帳簿類、記録等の書類の実地調査を実施して

おり、調査項目については毎年、担当課において定

めた上で実施している。

一部の確認事項については、県担当者の具体的な

視察内容は不明瞭であり、数年で担当がローテーシ

ョンすることを考慮すると、視察項目を網羅的に文

書化しておくことが望ましいと考える。視察項目を

チェックリスト化している部局もあるため、参考に

して頂きたい。

③外部評価委員

会の評価結果に

ついて

[労働政策課]

ア．評価票による評価委員のコメントについて

評価委員会における評価委員のコメントは、評価

票に集約されて指定管理者に提示されるが、その中

には指定管理者の努力では解決できない設備の改善

に関するものなども含まれていた。

外部評価委員会は、本来は指定管理者の業務の評

価が目的であるが、施設のより良い管理運営を議論

すれば、県が対応すべき事項についても言及される

のは必然である。

重要なのは、外部評価委員から出された提言やコ

メントに対して、どのように対応するのかというこ
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とであり、そのためには、まず、指定管理者が対応

すべきものと、県が対応すべきものとに明確に区分

する必要がある。担当課は、評価をまとめる際には、

評価委員のコメントを、指定管理者に対するものと

それ以外に分けて表示するべきである。

イ．評価票による評価とコメントについて

評価票では、５人の評価委員が項目別に点数をつ

けて、最終的にはすべての項目の合計平均点が 24 点

満点中 12 点以上であれば、総合評価が可となり、「改

善を要する」にならない取扱いである。

平成 27 年度も 28 年度も、合計平均点は 17.4 点

になっているが、項目別にみると、27 年度に、「利用

目標の達成に向けた経営努力が行われているか」と

いう項目で、５人の評価委員のうち３人が、３点満

点で１点と評価し、平均も 1.4 点となっていた。28

年度は 1.6 点に改善しているが、利用状況等の分析

をするべきだというコメントが複数出ていた。

評価委員に項目別に評価を求めている趣旨から

すると、総合評価のみならず項目別に今後の取扱い

を検討すべきと考える。また、評価委員のコメント

については、ＰＤＣＡサイクルの観点から、今後ど

のように対応するか、解決するまで継続的に検討し、

履歴を残していくことが有益と考える。

④施設の稼働状

況のデータ分析

について

[労働政策課]

当該施設は県営の貸会議室であり、民間の貸会議

室よりもかなり割安な料金設定を実現するために税

金で運営費を賄う以上、より多くの利用者に活用さ

れなければ、当該施設の存在意義はないといえる。

その意味で、当該施設において、利用者数は非常

に重要な意味があるが、その利用者数が減少してい

る状況にもかかわらず、各会議室の稼働状況を時間

帯別に分析するといった、貸会議室の運営上、当然

に行われるべき基礎的な管理が行われていない。

貸会議室の利用は、事前予約が必要であり、ダブ

ルブッキングを避けるために、部屋別、時間別に予

約を把握することは当然の作業である。直前のキャ

ンセルもあるが、基本的には、予約データをもとに
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実績を補正して集計するだけの作業に過ぎない。

また、会議室の時間帯別の稼働状況は、新たに指

定管理者に申請することを検討する業者・団体にと

っても非常に重要な情報であり、実際に、26 年度の

募集の際にも質問が寄せられているが、有効な回答

ができていない。これは、本来、指定管理者制度が

目指す、民間の活力の積極的な導入の阻害要因にな

っていることを重く受け止めるべきである。

当該施設の長期的な方向性やスケジューリング

を検討するうえでも、会議室別・時間帯別の稼働状

況を把握する体制を早急に構築する必要がある。

（９） 静岡県医療健康産業研究開発センター

結果 項目 内容

意見 ①施設の利用状

況と維持管理に

ついて

[新産業集積課]

当施設では、ファルマバレープロジェクト戦略計

画に即した施設運営とオープンイノベーション促進

の観点から、製品開発完成数（製品化）や共同契約

研究数を目標にしている。

製品化は最終的な成果であり、その実現には、指

定管理者よりも施設入居企業の努力が強く影響する

ことを考えると、指定管理者の目標として直接的で

はないと考える。

指定管理者の業務において最も専門的な業務は

ラボマネージャーによる入居者支援事業や連携交流

事業であることを考慮すると、その活動（たとえば、

ラボマネージャーが対応した相談や紹介の案件数

や、交流イベントの開催数、施設の見学者数など）

に沿った目標設定や評価を行うのが望ましいと考え

る。

②指定管理者の

業務のモニタリ

ングについて

[新産業集積課]

担当課は、毎月２回、施設へ視察し、指定管理者

から提出された月次報告書並びに業務仕様書に基づ

く業務遂行の状況について、業務日報の確認を行っ

ている。

数年で担当者がローテーションすることを考慮

すると、年次報告書による事業内容確認時の様に視

察項目を文書化しておくことが望ましいと考える。

視察項目をチェックリスト化している部局もあるた
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め、参考にすべきである。

③評価結果の公

表について

[新産業集積課]

評価委員会による評価は、評価項目ごとに評価

し、その評価得点を用いて総合評価している。

現状、外部公表の対象は総合評価のみであり、そ

のベースとなる各評価項目の評価は記載されていな

い。

各評価項目及び配点は公開されていることから、

併せて評価点についても公開することが、総合評価

の根拠を明確化する観点から望ましいと考える。ま

た、委員コメントについても、現状、被評価者に対す

る通知では各評価項目と紐づけられているものの、

公開の際には総合評価の後に箇条書きでまとめられ

ているのみであるので、各評価項目と紐づけて表示

すれば、評価根拠としても開示できると考える。

（10） 静岡県富士山こどもの国

結果 項目 内容

意見 ①施設のあり方

について

[公園緑地課]

平成 16 年以降の利用数の推移を見ると、年度に

よって若干の増減はあるが、平成 25 年度以降は、利

用者数は緩やかに減少している傾向にあり、少子化

により、今後、ますます利用数の低下が進んでいく

ことが予想される。

一方、平成 27・28・29 年度の収支状況を見ると、

指定管理業務については、県が負担する修繕費や施

設の減価償却費を除いても、毎年、３億円以上の赤

字になっており、この赤字を指定管理料という名目

で税金を使って補填しているという構造になってい

る。平成 29 年度について具体的に数字を示すと、指

定管理業務については、392,078 千円の費用（県が負

担する修繕費や施設の減価償却費を除く）に対して、

利用者からの料金収入は 69,022 千円しかないので、

利用者一人当たり 1,282 円の赤字、利用者負担率は

17.6％ということになる。

これらの状況から、当該施設については、利用者

数を増加させ、収支の改善を図ることが課題である

と考えるが、平成 26 年度の募集要項（資料編）から

平成 22 年度から 25 年度の月別・利用者の属性別の
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入園数を見ると、利用者が、小学生以下の子供とそ

の引率者・保護者に偏っていることと、冬の利用が

少ないことから、中学生以上の若者や、高齢者など

もターゲットにすることや冬の稼働を検討する余地

があると言える。

利用者層の拡大については、施設の内容を見る

と、必ずしも、小さな子供とその家族に限らず、中

高生以上の若者や一般成人向けのキャンプ場や、高

齢者向けの健康増進のためのアクティビティなどに

も利用できるのではないかと思われるが、当該施設

の設置目的が、子供の育成のためとなっており、ま

ずは、当該施設の設置目的の対象を子供に絞り込む

必要があるのか、ということから見直す必要がある。

また、「こどもの国」という施設名も、中学生以上に

は幼稚な印象を与えてしまって、敬遠されているの

ではないかと思われる。

冬の稼働については、前述の利用者の拡大と合わ

せて、イベントの企画や施設内容の充実を図る積極

的な見直しと、休業日を増やして経費の圧縮を図る

消極的な見直しが考えられる。

また、現在の指定管理者を募集した際、指定管理

者に選定された小泉アフリカ・ライオン・サファリ

㈱と次点だった㈱フジヤマリゾートはいずれも、近

くでレジャー施設を運営している（前者は富士サフ

ァリパーク、後者はぐりんぱ・イエティ）。これら、

レジャー施設の運営について実績を有する事業者が

意欲的に応募してきたことを鑑みると、有料のレジ

ャー施設的な要素を有する当該施設の特性から、さ

らに民間のノウハウを発揮すべき余地はあると考え

られる。

②外部評価委員

会の評価結果に

ついて

[公園緑地課]

外部評価結果報告書を見ると、「公園の維持管理

に係る協議の場の必要性」（27 年）、といった項目が

記載されているが、これは指定管理者と県との機能

的な役割分担を明確にする上で重要であると考えら

れる。

外部評価委員会は、本来は指定管理者の業務の評

価が目的であるが、施設のより良い管理運営を議論
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すれば、県が対応すべき事項についても言及される

のは必然である。

重要なのは、外部評価委員から出された提言やコ

メントに対して、どのように対応するのかというこ

とであり、そのためには、まず、指定管理者が対応

すべきものと、県が対応すべきものとに明確に区分

する必要がある。担当課は、評価をまとめる際には、

評価委員のコメントを、指定管理者に対するものと

それ以外に分けて表示するべきである。

（11） 静岡県草薙総合運動場

結果 項目 内容

意見 ①外部評価委員

会の評価結果に

ついて

[公園緑地課]

外部評価結果報告書を見ると、改善事項として

「施設の老朽化対策・安全性の確保」（平成 29 年度）

や、機能別の評価として「ユニバーサルデザインの

観点での施設改修」（平成 29 年度）といった項目が

記載されているが、施設の改修についての課題は、

指定管理者だけではなく県も対応すべき事項であ

る。

外部評価委員会は、本来は指定管理者の業務の評

価が目的であるが、施設のより良い管理運営を議論

すれば、県が対応すべき事項についても言及される

のは必然である。

重要なのは、外部評価委員から出された提言やコ

メントに対して、どのように対応するのかというこ

とであり、そのためには、まず、指定管理者が対応

すべきものと、県が対応すべきものとに明確に区分

する必要がある。担当課は、評価をまとめる際には、

評価委員のコメントを、指定管理者に対するものと

それ以外に分けて表示するべきである。

（12） 遠州灘海浜公園

結果 項目 内容

意見 ①無料利用者数

の把握について

[公園緑地課]

公園緑地課では、当該施設の他にも複数の公園を

所管しており、公園によって施設内容や指定管理者

が異なることから、管理運営のやり方も多少異なる

のは当然であるが、監査の結果、無料公園施設の利
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用者数のカウント方法も施設によってかなり差があ

ることがわかった。

当該施設では、競技会での有料施設の利用者や、

フリーマーケットなどのイベントの利用者数だけを

集計しており、公園内を散策している人などはカウ

ントしていないが、同じ公園緑地課所管の草薙総合

運動場では、公園内を散策している人についてもカ

ウントしている。施設内容や立地に違いがあるとは

言え、当該施設の利用者数が少ない理由の１つには、

こうしたカウント方法の影響も少なくないと考え

る。

都市公園は、基本的に利用者から利用料金を徴収

できない施設であり、公益性の観点から税金を使っ

て維持管理されるものである。利用者数はその公益

性を図るうえで最も重要な要素であるから、担当課

は、利用者数のカウント方法について、ある程度統

一的な考え方を検討し、各指定管理者に示すべきで

ある。

②指定管理者に

よるプロポーザ

ルの実行状況の

評価について

[公園緑地課]

現指定期間（28 年度～32 年度）の募集・選定の際

に、現在の指定管理者から、上水から井水への切り

替えや植物性廃棄物の園外搬出処分に係る経費の削

減等のプロポーザルがあり、それが選定時の評価ポ

イントにもなっている。

しかし、外部評価委員会における評価項目には、

当該項目の設定がなく、上記プロポーザルの実行状

況に対して明確に評価が行われた形跡を確認できな

い。

選定時の評価ポイントにもなっているプロポー

ザルについては、より確実に評価されるように、評

価委員会での評価項目に明確に加えておく必要があ

る。

（13） 愛鷹広域公園

結果 項目 内容

なし
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（14） 静岡県立朝霧野外活動センター

結果 項目 内容

指摘 ①休所日の取扱

いの見直しと職

員の勤務状況の

モニタリングに

ついて

[社会教育課]

当該施設は、条例で教育委員会が特に必要がある

と認めた場合を除き、月曜日（祝日の場合は翌日）

は休所日とすることになっているが、29 年度の実績

を見ると、祝日だったものを除き、49 日中、27 日が

開所している。

こうした状況を生んでいる最大の要因は、５・６・

７・９・10 月の５ヶ月間の平日に学校の野外活動行

事が集中し、８月は各種民間団体の利用も多いため、

この期間は月曜日も開所日とし申込者へ提示（前年

度の９月に一斉受付）していることにあり、これに

ついては、担当課と指定管理者との協議や連携によ

って利用促進を図っている成果と言える。しかし、

上記のハイシーズンにおける月曜日の開所日は 21

日で、それ以外の時期にも６日開所しており、うち

４日は主催事業もなく、１つ２つの団体を受け入れ

ているだけの非効率な運営になっている。

現在の指定管理者は、元々、当該施設の利用者だ

ったこともあり、利用者の目線から利用機会の増加

などに熱心に取り組んでいる。その結果、３（１）に

既述したように、開所日が県直営時代より 21 日も増

加し、担当課も、開所日の増加を指定管理者制度導

入によるプラス効果と評価している。しかし、その

ことが逆に、職員の連続勤務につながり、人件費の

問題とあわせて、新規の業者団体の参入障壁になり、

ひいては、施設存続のリスクになっていることにも

目を向ける必要がある。また、担当課は、開所日の

承認をする時点で、休所日が少なく、職員の勤務状

況の悪化が懸念できたはずであるが、十分なモニタ

リングをしていなかった。

担当課は、まずハイシーズンとオフシーズンの休

所日の扱いを明確にしたうえで、オフシーズンにつ

いては、主催事業の開催日と月曜日の利用を要望す

る団体の受入れについて厳密に対応する必要があ

る。そのうえで、今後、指定管理者からの月次報告

に翌月の勤務予定と当月の勤務実績を提出させ、職
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員の勤務状況を確認するべきである。

意見 ①個人情報の管

理方法の見直し

について

[社会教育課]

個人情報の取扱いに関する管理方法が十分に整

備・運用できていない。担当課も個人情報の漏洩リ

スクを認識しており、今後、担当課と指定管理者が

連携して、次の対応をしていく必要がある。

・指定管理者による個人情報の取扱い方法の総点検

・指定管理者によるチェック（方法・時期等）の総点

検

・個人情報取扱規程の整備

・担当課によるチェック（方法・時期等）の総点検

・チェック記録の整備

②収支計算の見

直しについて

[社会教育課]

当該施設では、指定管理者制度導入以降に人件費

が大きく減少し、このままでは、将来、だれも指定

管理者を引き受けなくなって、事業を継続できなく

なるリスクがある。

これに対して、単純に指定管理料を増額して、人

件費の増額をすればいいのではなく、収支計算につ

いて総合的に見直していくべきである。具体的に見

直すポイントとしては、次のような点が考えらえる。

ア．利用料金と自主事業の利用料減免の見直しにつ

いて

県（税金）と利用者による施設の維持管理コスト

の負担状況と、利用者１人当たりの負担金額からす

ると、利用者負担額に比べて税金負担額が大きいこ

とがわかる。

当該施設で利用者収入が少ない要因は、料金設定

の低さと減免対象の割合が大きいことにある。

利用料金については、担当課によって 26 年度に

見直しの要否が検討されていて、他の都道府県にあ

る同様の施設の料金との比較も行われているが、利

用者収入を増やすためにはどこを見直すべきか、と

いったアプローチではなく、今の料金設定を見直さ

なくてもいいとする理由付けに終わっている。しか

し、スケートリンクの利用料金の設定など再度検討

すべき余地があると考える。たとえば、他の施設と

の比較であれば、利用者１人当たり指定管理料や利
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用者負担率といった全体の収支計算から当該施設の

状況を把握することや、料金区分別の利用者数をも

とに利用者収入のシミュレーションをすることも考

えられる。

減免については、自主事業における利用料負担を

見直すべきである。

イ．支出項目の見直し

スケートリンクの保守管理費用が多額で、かつ限

られた利用者が追加負担ゼロで利用していることに

ついて、スケートリンクを存続する意義について検

討すべきである。

ウ．指定管理料の上限額の算定方法

当該施設では、これまで、指定管理料の上限額を

算定は、概ね過去４年間の実績平均に基づいて算定

されており、指定管理者の経営努力分などの分析は

行われていなかった。

次の指定期間（32 年度から）の上限額の算定には、

『手引』に従って、指定管理者の経営努力分の分析

を行い、特に、人件費については、将来にわたって

持続可能な体制を維持するために積極的に見直しを

行う必要がある。

（15） 静岡県立三ケ日青年の家

結果 項目 内容

意見 ①個人情報の管

理方法の見直し

について

[社会教育課]

個人情報の取扱いに関する管理方法が十分に整

備・運用できていない。担当課も個人情報の漏洩リ

スクを認識しており、今後、担当課と指定管理者が

連携して、次の対応をしていく必要がある。

・指定管理者による個人情報の取扱い方法の総点検

・指定管理者によるチェック（方法・時期等）の総

点検

・個人情報取扱規程の整備

・担当課によるチェック（方法・時期等）の総点検

・チェック記録の整備
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②外部評価委員

会の評価結果に

ついて

[社会教育課]

外部評価委員会は、本来は指定管理者の業務の評

価が目的であるが、施設のより良い管理運営を議論

すれば、県が対応すべき事項についても言及される

のは必然である。

重要なのは、外部評価委員から出された提言やコ

メントに対して、どのように対応するのかというこ

とであり、そのためには、まず、指定管理者が対応

すべきものと、県が対応すべきものとに明確に区分

する必要がある。担当課は、評価をまとめる際には、

評価委員のコメントを、指定管理者に対するものと

それ以外に分けて表示するべきである。

③収支計算の見

直しについて

[社会教育課]

施設全体の収支差額合計は１億円を超える赤字

で推移しており、継続的に、収支の見直しを検討す

るべきである。具体的に見直すポイントとしては、

利用料金の利用料減免の見直しが考えられる。

県（税金）と利用者による施設の維持管理コスト

の負担状況と、利用者１人当たりの負担金額からす

ると、利用者負担額に比べて税金負担額が大きいこ

とがわかる。当該施設で利用者収入が少ない要因は、

料金設定の低さと減免対象の割合が大きいことにあ

る。

利用料金については、担当課によって 28 年度に

見直しの要否が検討されていて、他の都道府県にあ

る同様の施設の料金との比較も行われているが、利

用者収入を増やすためにはどこを見直すべきか、と

いったアプローチではなく、今の料金設定を見直さ

なくてもいいとする理由付けに終わっている。たと

えば、他の施設との比較であれば、利用者１人当た

り指定管理料や利用者負担率といった全体の収支計

算から当該施設の状況を把握することや、料金区分

別の利用者数をもとに利用者収入のシミュレーショ

ンをすることも考えられる。


